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純粋持株会社体制への移行純粋持株会社体制への移行純粋持株会社体制への移行純粋持株会社体制への移行に伴う分割準備会社設立に関するお知らせに伴う分割準備会社設立に関するお知らせに伴う分割準備会社設立に関するお知らせに伴う分割準備会社設立に関するお知らせ    

 

当社は、平成26年５月７日開催の取締役会において、会社分割（吸収分割）の方式により平成26年10月１日付

（予定）で持株会社体制へ移行する旨及び移行準備として、当社100％出資子会社であるマネースクウェア・ジャパ

ン分割準備株式会社（以下「分割準備会社」という。）を設立する旨を決議しましたので、下記のとおりお知らせ致

します。なお、持株会社体制への移行は、平成 26 年６月下旬開催予定の定時株主総会における承認決議及び所管官

公庁より必要とされる許認可等（金融商品取引法上必要な登録等を含みます。以下同じ。）が取得されることを条件

と致します。また、会社分割等に関する詳細につきましては、今後の取締役会において決定次第、改めてお知らせ致

します。 

 

記 

 

１１１１．持株会社体制移行の目的．持株会社体制移行の目的．持株会社体制移行の目的．持株会社体制移行の目的    

わが国経済は、一昨年来、円安相場への転換や堅調な株式市況を背景に企業収益は改善し、個人消費動向も消費税

率引き上げ前の駆け込み需要などの影響で底堅さを見せてはおりますが、わが国の消費税増税後の景気減速懸念や欧

州・新興国の景気動向など、先行き不透明な状況は依然として内在しております。 

このような状況下において当社は、ボラティリティの低下が顕著に見え始めた平成 26 年３月期第２四半期以降、

高ボラティリティ相場時の重点施策からシフトし、新規顧客の獲得と同業他社との差別化を図るべくブランディング

戦略を強化した結果、新規顧客の口座獲得数は順調に拡大し、預り資産残高も 51ヶ月連続して増加するなど、創業

来最高の実績を更新し続けています。 

しかし、当社がおかれている事業環境の変化や金融市場における競争激化は今後も継続して展開される状況にある

ことを鑑み、当社は、不断の成長実現と企業価値の極大化を図るべく、資本の有効活用と経営柔軟性の向上を目的と

して、持株会社制への移行を決定致しました。 

持株会社制への移行により、①管理機能と業務執行機能を分離し、コーポレート・ガバナンス体制をより一層強化

すること、②従来以上にスピード感のある経営判断と効率的な業務執行を実現すること、③資金、資産、人員など経

営資源の有効配分により経営を一層効率化し、さらなる業容拡大を図るために必要な経営資源を確保するとともに、

事業再編や組織再編など機動的かつ柔軟な経営判断を可能にする体制を整備すること等を図って参ります。 

当社は、純粋持株会社体制への移行後も引き続き上場会社として、当社経営理念である「挑戦と規律」に基づいた

柔軟な戦略策定、経営資源の最適配分、子会社における業務執行状況のチェックなどの機能を担い、戦略的かつ明確

な経営組織を整備することにより、引き続きグループとしての企業価値極大化を目指して参ります。 

 

 

 
 

平成26年５月７日  



 

 

 

 

２２２２．持株会社体制移行にあたり設立する準備会社の概要．持株会社体制移行にあたり設立する準備会社の概要．持株会社体制移行にあたり設立する準備会社の概要．持株会社体制移行にあたり設立する準備会社の概要    

商 号  マネースクウェア・ジャパン分割準備株式会社 

設 立 日  平成26年５月中旬（予定） 

本  店  東京都港区赤坂九丁目７番１号 

代 表 者  代表取締役社長  相葉 斉 

資 本 金  100百万円 

事 業 内 容  金融商品取引法に基づく第一種金融商品取引業並びに外国通貨の売買、売買の媒介、

取次ぎもしくは代理及びその他これに付随する業務等 

決 算 期  ３月 

従 業 員 数  約85名 

主 な 事 業 所  本社 

大 株 主  株式会社マネースクウェア・ジャパン（出資比率100％） 

 

 

３３３３．今後の予定．今後の予定．今後の予定．今後の予定    

今後は、平成 26 年５月中旬に準備会社を設立し、その後、当社と分割準備会社の間で分割契約書を締結して、本

年６月下旬開催予定の定時株主総会において同契約書が承認されること、及び、所管官公庁より必要とされる許認可

等が取得されることを条件に、平成26年10月１日を目処として吸収分割を行うことを予定しております。なお、吸

収分割の要旨については、詳細が確定した後、速やかに開示致します。 

 

 

以  上 

 


